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終
局
的
な
義
務
者
で
な
い
者
に
よ
る
義
務
履
行
に
関
す
る

一
考
察 

―
―
租
税
の
徴
収
納
付
制
度
を
中
心
に
―
―

渕　
　
　
　

 

圭　
　

 

吾

Ⅰ　

は
じ
め
に

Ⅱ　

徴
収
納
付
制
度
と
は
何
か

Ⅲ　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
は
な
ぜ
採
用
さ
れ
る
の
か

Ⅳ　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
の
許
容
性

Ⅴ　

む
す
び
に
代
え
て

Ⅰ　

は
じ
め
に

　

甲
に
対
し
て
丙
と
い
う
私
人
が
最
終
的
に
義
務
を
負
う
べ
き
こ
と
を
前
提
に
、
法
律
上
ま
た
は
約
款
に
基
づ
い
て
、
別
の
乙
と
い

う
私
人
が
甲
に
対
し
て
義
務
を
負
い
、
乙
が
丙
に
対
し
て
求
償
（
ま
た
は
転
嫁
）
す
る
、
と
い
う
仕
組
み
が
存
在
す
る
。
少
な
く
と

も
、
丙
の
負
う
義
務
の
内
容
が
経
済
的
（
金
銭
的
）
な
負
担
で
あ
る
場
合
に
、
こ
の
よ
う
な
仕
組
み
が
成
立
し
う
る
。
な
ぜ
な
ら
、
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こ
の
場
合
に
、
甲
の
得
る
経
済
的
な
利
得
は
、
そ
れ
を
負
担
す
る
の
が
誰
で
あ
る
か
に
よ
っ
て
左
右
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
も
っ

と
も
、
最
終
的
に
丙
が
義
務
を
負
う
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
以
上
、
こ
の
よ
う
な
仕
組
み
が
成
り
立
つ
た
め
に
は
、
少
な
く
と
も
、

乙
の
丙
に
対
す
る
求
償
が
円
滑
に
実
施
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

　

本
稿
は
、
租
税
の
徴
収
納
付
制
度
に
代
表
さ
れ
る
以
上
の
よ
う
な
制
度
を
一
般
的
に
定
義
す
る
と
と
も
に
、
な
ぜ
こ
の
よ
う
な
制

度
が
用
い
ら
れ
る
の
か
、
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
制
度
を
用
い
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う
な
前
提
条
件
が
み
た
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
か
、

と
い
う
こ
と
に
つ
き
序
論
的
考
察
を
加
え
る（

（
（

。

Ⅱ　

徴
収
納
付
制
度
と
は
何
か

一　

法
治
国
家
に
お
け
る
典
型
的
な
行
政
過
程
の
流
れ

　

国
家
が
私
人
に
対
し
て
何
ら
か
の
行
為
を
求
め
る
場
合
、
典
型
的
に
は
、
国
家
が
制
定
法
を
通
じ
て
行
為
義
務
の
存
在
に
つ
い
て

一
般
的
に
規
定
し
、
行
政
機
関
が
行
政
処
分
を
通
じ
て
特
定
の
私
人
に
対
し
て
個
別
的
に
義
務
の
内
容
を
具
体
的
に
確
定
し
、
私
人

が
こ
の
義
務
を
履
行
す
る
、
と
い
う
段
階
が
踏
ま
れ
る（

（
（

。
国
家
が
私
人
に
対
し
て
租
税
を
課
す
場
合
に
も
、
議
会
で
制
定
さ
れ
た
租

税
法
律
に
基
づ
い
て
一
定
の
課
税
要
件
を
充
足
し
た
私
人
に
抽
象
的
に
納
税
義
務
が
発
生
し
、
課
税
庁
が
賦
課
決
定
処
分
に
よ
っ
て

納
税
義
務
を
確
定
さ
せ
、
当
該
私
人
が
こ
の
義
務
を
履
行
す
る
、
と
い
う
典
型
的
な
流
れ
が
存
在
す
る
（
国
税
通
則
法
一
五
条
及
び

一
六
条
一
項
二
号
参
照
）。

　

現
在
で
は
、
所
得
税
や
法
人
税
を
中
心
に
、
課
税
庁
が
税
額
を
確
定
さ
せ
る
上
記
の
賦
課
課
税
方
式
で
は
な
く
、
私
人
が
自
己
の

納
税
義
務
に
つ
い
て
自
ら
納
税
義
務
を
確
定
さ
せ
る
申
告
納
税
方
式
が
広
く
採
用
さ
れ
て
い
る
（
国
税
通
則
法
一
六
条
一
項
一
号
及
び

一
七
条
以
下
参
照
）。
こ
の
場
合
で
も
、
①
一
般
的
、
抽
象
的
な
義
務
に
つ
い
て
の
規
定
→
②
個
別
具
体
的
な
義
務
の
確
定
→
③
義
務
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の
名
宛
人
に
よ
る
義
務
の
履
行
、
と
い
う
三
段
階
の
仕
組
み
は
基
本
的
に
維
持
さ
れ
て
い
る
。

二　

終
局
的
な
義
務
の
名
宛
人
で
な
い
者
に
よ
る
義
務
の
履
行

　

と
こ
ろ
が
、
一
般
的
、
抽
象
的
な
義
務
が
制
定
法
で
規
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
前
提
に
、
個
別
具
体
的
な
義
務
の
確
定
が
人
の
手

を
通
じ
て
行
わ
れ
る
こ
と
な
く
、
し
か
も
、
終
局
的
な
義
務
の
名
宛
人
で
は
な
い
者
が
義
務
を
履
行
す
る
、
と
い
う
仕
組
み
が
存
在

す
る
。
も
っ
と
も
、
最
終
的
に
は
、
終
局
的
な
義
務
の
名
宛
人
が
所
定
の
経
済
的
負
担
を
負
う
こ
と
に
な
る
。
講
学
上
、
徴
収
納
付

制
度
と
呼
ば
れ
て
い
る
仕
組
み
が
そ
れ
で
あ
っ
て
、
国
税
に
お
け
る
源
泉
徴
収
制
度
、
及
び
、
地
方
税
に
お
け
る
特
別
徴
収
制
度
が

こ
れ
に
含
ま
れ
る（

3
（

。

　

徴
収
納
付
制
度
の
う
ち
、
国
税
の
源
泉
徴
収
制
度
に
お
い
て
は
、
納
税
義
務
は
、
通
常
、
一
定
の
原
因
関
係
に
基
づ
く
金
銭
の
支

払
い
に
着
目
し
て
、
支
払
わ
れ
る
金
員
の
一
定
割
合
と
い
う
形
で
規
定
さ
れ
て
い
る（

（
（

。
そ
し
て
、
課
税
要
件
の
充
足
、
す
な
わ
ち
、

金
銭
の
支
払
い
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
納
税
義
務
が
自
動
的
に
確
定
す
る
（
国
税
通
則
法
一
五
条
三
項
参
照
）。
さ
ら
に
、
金
銭

の
支
払
い
を
受
け
る
者
す
な
わ
ち
本
来
の
納
税
義
務
者
の
負
う
納
税
義
務
に
代
え
て
金
銭
の
支
払
者
に
源
泉
徴
収
義
務
が
課
さ
れ
て

い
る
た
め
、
納
税
義
務
の
履
行
は
第
一
次
的
に
は
こ
の
支
払
者
（
源
泉
徴
収
義
務
者
）
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
。
し
か
も
、
判
例
に
よ

れ
ば（

（
（

、
本
来
の
納
税
義
務
の
う
ち
源
泉
徴
収
義
務
と
重
複
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
支
払
者
の
み
が
義
務
を
負
う
の
で
あ
る
か
ら
、

金
銭
の
支
払
い
を
受
け
る
者
は
、
源
泉
徴
収
の
対
象
と
な
る
租
税
に
つ
い
て
は
、
国
に
対
し
て
何
ら
義
務
を
負
わ
な
い
と
い
う
こ
と

に
な
る
。
な
お
、
徴
収
納
付
制
度
に
お
い
て
は
、
徴
収
納
付
義
務
者
（
源
泉
徴
収
義
務
者
・
特
別
徴
収
義
務
者
）
が
経
済
的
に
租
税
を

負
担
す
る
こ
と
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。
租
税
を
負
担
す
る
の
は
、
本
来
の
納
税
義
務
者
で
あ
る
金
銭
の
支
払
い
を
受
け
る
者
で
あ

る
。

　

な
お
、
国
税
に
お
い
て
、
利
用
者
が
役
務
提
供
者
に
対
し
て
利
用
代
金
に
租
税
を
上
乗
せ
し
て
支
払
い
、
そ
の
受
領
者
（
役
務
提
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供
者
）
が
租
税
を
納
入
す
る
と
い
う
方
法
が
採
用
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
（
国
際
観
光
旅
客
税
法
一
六
条
及
び
一
七
条
参
照
）（

（
（

。
こ
の

方
法
は
「
特
別
徴
収
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
が
（
同
法
二
条
一
項
七
号
）、
す
ぐ
後
に
述
べ
る
地
方
税
法
上
の
「
特
別
徴
収
」
よ
り
も
狭

い
意
味
で
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

地
方
税
法
に
お
い
て
「
特
別
徴
収
」
は
、「
地
方
税
の
徴
収
に
つ
い
て
便
宜
を
有
す
る
者
に
こ
れ
を
徴
収
さ
せ
、
且
つ
、
そ
の
徴

収
す
べ
き
税
金
を
納
入
さ
せ
る
こ
と
を
い
う
」、
と
定
義
さ
れ
て
い
る
（
地
方
税
法
一
条
一
項
九
号
）。
特
別
徴
収
に
は
、
国
税
の
源

泉
徴
収
と
同
様
に
支
払
者
が
支
払
う
べ
き
金
額
の
う
ち
一
定
部
分
を
留
保
し
て
（
つ
ま
り
天
引
き
し
て
）
そ
れ
を
租
税
と
し
て
納
入

す
る
場
合
と（

（
（

、
利
用
者
が
利
用
代
金
に
租
税
を
上
乗
せ
し
て
支
払
い
、
そ
の
受
領
者
が
租
税
を
納
入
す
る
場
合
が
あ
る（

（
（

。

三　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
―
―
徴
収
納
付
制
度
に
類
似
し
た
仕
組
み

　

徴
収
納
付
制
度
と
類
似
し
た
仕
組
み
と
し
て
、
以
下
の
二
つ
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

第
一
に
、
私
人
間
で
、
法
令
及
び
約
款
に
定
め
ら
れ
た
客
観
的
基
準
に
基
づ
い
て
生
じ
る
金
銭
債
務
に
つ
き
、
債
務
者
が
直
接
債

権
者
に
対
し
て
弁
済
す
る
の
で
は
な
く
、
債
務
者
が
別
の
者
に
対
し
て
支
払
い
、
そ
の
金
額
が
当
該
別
の
者
か
ら
債
権
者
へ
と
納
入

さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。
例
え
ば
、
空
港
法
一
六
条
が
規
定
す
る
旅
客
取
扱
施
設
利
用
料
は
、
旅
客
か
ら
空
港
管
理
会
社
に
直
接
支
払

わ
れ
る
わ
け
で
は
な
く
、
旅
客
が
航
空
会
社
に
航
空
運
賃
と
合
わ
せ
て
支
払
い
、
航
空
会
社
が
空
港
管
理
会
社
に
納
入
す
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る（

（
（

。

　

著
作
権
法
一
〇
四
条
の
二
以
下
で
規
定
さ
れ
て
い
る
私
的
録
音
録
画
補
償
金
制
度
に
お
い
て
は
、
特
定
機
器
ま
た
は
特
定
記
録
媒

体
を
購
入
す
る
者
は
、
そ
の
購
入
に
あ
た
り
指
定
管
理
団
体
に
対
し
て
法
令
の
規
定
に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ
同
団
体
か
ら
請
求
さ
れ

る
私
的
録
音
録
画
補
償
金
を
支
払
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る（

（1
（

。
そ
の
際
、
購
入
者
が
指
定
管
理
団
体
に
対
し
て
直
接
支
払
う
の
で
は
な

く
、
製
造
業
者
等
（
同
法
一
〇
四
条
の
五
）
を
介
し
て
支
払
う
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る（

（1
（

。
類
似
の
制
度
と
し
て
、
図
書
館
等
公
衆
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送
信
補
償
金
（
同
法
一
〇
四
条
の
一
〇
の
二
以
下
）
及
び
授
業
目
的
公
衆
送
信
補
償
金
（
同
法
一
〇
四
条
の
一
一
以
下
）
が
あ
る（

（1
（

。

　

第
二
に
、
間
接
税
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
納
税
義
務
者
と
担
税
者
が
異
な
る
租
税
と
し
て
、
間
接
税
を
定
義
し
て
お
く（

（1
（

。
例
え
ば
、

日
本
の
消
費
税
に
お
い
て
は
、
納
税
義
務
者
は
事
業
者
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
担
税
者
は
消
費
者
で
あ
る
。
日
本
の
消
費
税
を
含
む

付
加
価
値
税
に
お
い
て
は
、
租
税
負
担
が
納
税
義
務
者
か
ら
担
税
者
へ
と
転
嫁
さ
れ
る
（pass on, pass through

）
こ
と
が
想
定
さ

れ
て
い
る
け
れ
ど
も
、
実
際
に
ど
の
程
度
転
嫁
さ
れ
る
か
は
両
者
を
取
り
巻
く
経
済
状
況
や
販
売
さ
れ
る
物
品
・
役
務
に
よ
っ
て
異

な
る（

（1
（

。
近
年
、
消
費
者
に
対
し
て
役
務
を
提
供
し
た
事
業
者
に
代
え
て
い
わ
ゆ
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
を
納
税
義
務
者
と
す

る
仕
組
み
が
導
入
さ
れ
つ
つ
あ
る（

（1
（

。

　

な
お
、
こ
の
他
に
、
金
銭
が
介
在
す
る
も
の
で
は
な
い
が
、
あ
る
法
主
体
が
別
の
法
主
体
か
ら
得
る
べ
き
当
該
別
の
法
主
体
に
つ

い
て
の
情
報
を
当
該
別
の
法
主
体
を
含
む
多
数
の
情
報
を
保
有
し
て
い
る
さ
ら
に
別
の
法
主
体
か
ら
取
得
す
る
、
と
い
う
こ
と
が
あ

る
。
国
税
の
源
泉
徴
収
制
度
に
お
い
て
は
、
例
え
ば
、
給
与
所
得
者
は
源
泉
徴
収
義
務
者
で
あ
る
雇
用
主
に
対
し
て
家
族
構
成
等
の

一
定
の
情
報
を
提
供
し
、
こ
の
情
報
が
課
税
庁
に
伝
達
さ
れ
て
い
る
（
所
得
税
法
一
九
四
条
以
下
参
照
）。

　

こ
の
よ
う
に
、
一
般
的
に
述
べ
る
と
、
あ
る
法
主
体
（
甲
）
が
別
の
法
主
体
（
丙
）
に
対
し
て
金
銭
債
権
（
間
接
税
の
場
合
に
は
、

金
銭
債
権
に
至
ら
な
い
一
種
の
経
済
的
地
位
）
を
有
す
る
が
、
第
一
の
法
主
体
（
甲
）
が
第
三
者
（
乙
）
を
通
じ
て
第
二
の
法
主
体

（
丙
）
か
ら
の
弁
済
を
受
け
る
、
と
い
う
仕
組
み
が
存
在
す
る
。
本
稿
で
は
、
こ
の
よ
う
な
仕
組
み
を
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
と
呼

ん
で
お
く
こ
と
に
す
る
。
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
は
、
金
銭
の
流
れ
の
方
向
に
着
目
す
る
と
天
引
き
型
と
上
乗
せ
型
に
分
け
ら
れ
る（

（1
（

。

　

天
引
き
型
に
お
い
て
は
、
乙
→
丙
と
い
う
金
銭
の
支
払
い
が
予
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
乙
に
よ
っ
て
丙
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る

べ
き
額
の
一
部
が
、
丙
で
は
な
く
甲
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る
。
天
引
き
型
の
例
と
し
て
、
所
得
税
の
源
泉
徴
収
、
社
会
保
険
料
の

（
被
保
険
者
負
担
分
の
）
徴
収
が
あ
る
。
社
会
保
険
料
の
事
業
主
負
担
分
も
こ
ち
ら
に
該
当
す
る
と
い
え
る
か
も
し
れ
な
い（

（1
（

。

　

上
乗
せ
型
に
お
い
て
は
、
丙
→
乙
と
い
う
金
銭
の
支
払
い
が
予
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
丙
が
乙
に
対
し
て
そ
れ
に
追
加
し
て
一
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定
の
金
額
を
支
払
い
、
こ
の
一
定
の
金
額
が
乙
か
ら
甲
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る
。
上
乗
せ
型
の
例
と
し
て
、
一
般
間
接
消
費
税
で
あ

る
「
消
費
税
」、
個
別
消
費
税
と
し
て
の
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
・
入
湯
税
、
国
際
観
光
旅
客
税
、
旅
客
取
扱
施
設
利
用
料
を
挙
げ
る
こ

と
が
で
き
る
。

四　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
と
は
区
別
さ
れ
る
も
の

　

以
上
の
よ
う
な
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
と
区
別
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、
以
下
の
も
の
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

第
一
に
、
さ
し
あ
た
り
の
義
務
者
で
あ
る
乙
が
実
質
的
な
負
担
を
負
う
こ
と
が
予
定
な
い
し
容
認
さ
れ
て
い
る
諸
制
度
が
あ
る
。

例
え
ば
、
連
帯
債
務
や
使
用
者
責
任
が
そ
う
で
あ
る
。
甲
に
対
し
て
弁
済
し
た
乙
か
ら
、
丙
へ
の
求
償
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
丙
が
自
己
の
負
担
部
分
に
つ
い
て
乙
に
対
し
て
求
償
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
場
合
に
、
乙
は
特
に
救
済
さ
れ
ず
、
自

己
の
負
担
部
分
を
超
え
る
負
担
を
甘
受
す
る
し
か
な
い
。

　

第
二
に
、
丙
に
そ
も
そ
も
義
務
が
な
い
、
ま
た
は
、
乙
の
義
務
が
丙
の
義
務
と
独
立
で
あ
る
、
と
い
う
場
合
が
あ
る
。
例
え
ば
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
著
作
権
侵
害
（
ま
た
は
、
名
誉
毀
損
等
）
に
際
し
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
サ
ー
ビ
ス
・
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー

や
電
子
商
取
引
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
が
侵
害
コ
ン
テ
ン
ツ
・
物
品
の
削
除
（take dow

n

）
を
義
務
づ
け
ら
れ
る
場
合
、

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
の
負
う
こ
の
義
務
は
、
侵
害
者
の
負
う
義
務
と
は
異
質
な
い
し
少
な
く
と
も
独
立
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

知
的
財
産
法
・
情
報
法
の
研
究
者
で
あ
る
フ
ソ
ベ
ツ
（M

artin H
usovec

）
は
、
媒
介
者
に
対
す
る
差
止
め
（injunctions against 

interm
ediaries

）
の
問
題
を
論
じ
て
、
侵
害
者
が
責
任
を
負
う
の
は
当
然
で
あ
る
と
し
て
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
は
被
侵
害

者
と
の
関
係
で
削
除
義
務
を
負
う
が
、
こ
の
削
除
義
務
は
侵
害
者
の
責
任
と
は
独
立
の
も
の
と
し
て
と
ら
え
る
べ
き
だ
、
と
論
じ
た（

（1
（

。

も
ち
ろ
ん
、
個
別
の
制
度
と
の
関
係
で
、
乙
の
義
務
と
丙
の
義
務
が
独
立
で
あ
る
と
解
し
て
良
い
か
が
一
つ
の
問
題
で
あ
る（

（1
（

。
し
か

し
、
そ
の
よ
う
に
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
面
が
存
在
す
る
こ
と
は
確
か
で
あ
る
。
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以
下
で
は
、
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
に
内
在
す
る
法
的
問
題
点
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
る
。

Ⅲ　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
は
な
ぜ
採
用
さ
れ
る
の
か

一　

効
率
性
・
能
率
性

　

ま
ず
、
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
が
採
用
さ
れ
る
理
由
を
考
え
て
み
よ
う
。

　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
が
採
用
さ
れ
る
理
由
は
、
一
つ
に
は
、
社
会
全
体
と
し
て
の
効
率
性
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
る（

（2
（

。
甲
が
多
数

の
丙
ら
か
ら
金
銭
を
集
め
た
い
と
考
え
る
場
合
に
、
甲
の
資
源
（
情
報
・
強
制
力
等
）
不
足
に
よ
り
甲
が
丙
ら
か
ら
直
接
徴
収
す
る

費
用
が
大
き
い
場
合
、
甲
は
丙
ら
か
ら
直
接
徴
収
す
る
の
で
は
な
く
、
甲
か
ら
確
実
に
徴
収
で
き
る
資
源
（
情
報
・
強
制
力
等
）
を

有
す
る
乙
を
通
じ
て
徴
収
す
る
方
が
、
費
用
が
少
な
く
て
済
む
か
も
し
れ
な
い
。
本
稿
で
は
、
個
別
の
丙
に
つ
い
て
税
額
が
確
定
し

て
い
る
（
自
動
確
定
）
こ
と
を
前
提
に
、
徴
収
・
納
付
の
み
を
乙
が
行
う
こ
と
を
想
定
し
て
い
る（

（2
（

。
し
か
し
、
さ
ら
に
、
よ
り
大
胆

に
、
乙
に
個
別
の
丙
に
つ
い
て
の
税
額
の
確
定
（
事
実
認
定
）
を
行
わ
せ
る
仕
組
み
が
あ
る
。
古
代
ロ
ー
マ
等
に
存
在
し
た
徴
税
請

負
制
度
（tax farm

ing

）
が
そ
れ
で
あ
る（

（2
（

。
そ
こ
で
は
、
国
家
が
一
定
の
対
価
と
引
き
換
え
に
一
定
の
人
々
に
対
す
る
徴
税
権
を
私

人
か
ら
成
る
団
体
（
徴
税
組
合
）
に
対
し
て
売
り
渡
し
て
い
た
。

　

天
引
き
型
で
あ
ろ
う
と
上
乗
せ
型
で
あ
ろ
う
と
、
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
が
利
用
さ
れ
て
い
る
事
例
を
見
る
と
、
甲
に
と
っ
て
の

徴
収
費
用
の
削
減
が
生
じ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
一
定
の
額
の
税
収
を
上
げ
る
た
め
に
か
か
る
執
行
費
用
が
、

乙
を
利
用
す
る
場
合
に
は
、
甲
が
個
々
の
丙
か
ら
徴
収
す
る
場
合
と
比
べ
て
小
さ
い
。
こ
の
よ
う
に
執
行
費
用
が
小
さ
い
こ
と
は
、

甲
が
国
家
で
あ
る
場
合
、
最
終
的
な
租
税
負
担
が
減
る
こ
と
で
納
税
者
に
も
便
益
が
生
じ
る
と
言
え
よ
う
。

　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
に
つ
い
て
の
理
論
的
な
検
討
は
本
稿
の
良
く
為
し
得
る
と
こ
ろ
で
は
な
い
が
、
先
行
研
究
に
よ
れ
ば
、



214

法学研究 98 巻 1 号（2025：1）

「
法
と
経
済
学
」
で
不
法
行
為
制
度
に
つ
い
て
カ
ラ
ブ
レ
イ
ジ
（Guido Calabresi

）
が
提
唱
し
た
「
最
安
価
損
害
回
避
者
」
と
い
う

考
え
方
が
参
考
に
な
る（

（2
（

。
す
な
わ
ち
、
一
連
の
取
引
・
金
銭
の
支
払
い
の
連
鎖
の
中
で
、
一
定
の
金
員
を
租
税
と
し
て
国
家
（
甲
）

に
対
し
て
支
払
う
こ
と
に
つ
い
て
の
追
加
的
費
用
が
最
も
小
さ
い
当
事
者
に
支
払
わ
せ
る
の
が
合
理
的
で
あ
る
。
例
え
ば
、
給
与
所

得
に
係
る
源
泉
徴
収
の
場
合
、
給
与
の
支
払
者
に
と
っ
て
は
、
い
ず
れ
に
せ
よ
一
定
の
額
を
支
払
う
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
た
め
、

そ
の
支
払
先
の
一
部
が
給
与
所
得
者
か
ら
国
庫
に
変
更
さ
れ
る
に
過
ぎ
な
い
。
こ
の
場
合
、
給
与
の
支
払
者
に
と
っ
て
の
追
加
的
費

用
は
、
所
得
税
法
に
基
づ
い
て
源
泉
徴
収
さ
れ
る
べ
き
額
を
計
算
す
る
手
間
を
除
く
と
、
限
ら
れ
て
い
る
、
と
論
じ
る
こ
と
が
で
き

る
（
（2
（

。
二　

国
家
管
轄
権
（
執
行
管
轄
権
）

　

徴
収
納
付
制
度
が
採
用
さ
れ
る
理
由
と
し
て
甲
が
丙
か
ら
直
接
徴
収
す
る
こ
と
の
費
用
が
か
さ
む
こ
と
を
先
に
述
べ
た
が
、
そ
の

究
極
の
場
合
と
し
て
、
甲
が
丙
か
ら
直
接
徴
収
す
る
こ
と
が
法
的
に
ま
た
は
事
実
上
不
可
能
で
あ
る
場
合
が
あ
る
。
代
表
的
な
の
が
、

甲
が
国
家
で
あ
る
場
合
に
、
丙
が
国
外
に
所
在
し
て
お
り
そ
の
財
産
も
国
外
に
あ
る
た
め
、
甲
が
丙
か
ら
直
接
徴
収
す
る
た
め
の
強

制
的
な
手
段
を
持
た
な
い
、
と
い
う
場
合
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
甲
と
い
う
国
家
と
外
国
と
の
関
係
に
即
し
て
言
え
ば
、
甲
国
の
執
行

管
轄
権
に
限
界
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
場
合
に
、
徴
収
納
付
制
度
が
有
効
な
対
処
法
と
な
る
。
外
務
省
で
長
く
国
際
法
の
実
務
に
携
わ
っ
た
小
松
一
郎
は
、

国
際
取
引
に
対
す
る
国
税
の
源
泉
徴
収
に
つ
い
て
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
た
。

　

課
税
権
の
行
使
に
当
た
っ
て
、
徴
税
の
具
体
的
方
法
が
競
合
す
る
管
轄
権
の
衝
突
を
避
け
る
こ
と
に
役
立
っ
て
い
る
こ
と
も
あ
る
。
税
の

世
界
で
は
、
国
際
的
に
、
各
国
は
自
国
の
税
法
上
の
「
居
住
者
（resident

）」
の
全
世
界
所
得
（
自
国
の
み
な
ら
ず
外
国
を
源
泉
と
す
る
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す
べ
て
の
所
得
の
合
計
）
に
対
し
て
総
合
課
税
す
る
一
方
、「
非
居
住
者
（non-resident

）」
に
対
し
て
は
自
国
に
源
泉
の
あ
る
所
得
に
対

し
て
の
み
課
税
で
き
る
こ
と
が
相
場
と
な
っ
て
い
る
。
税
法
上
の
「
居
住
者
」
は
、
テ
ク
ニ
カ
ル
な
概
念
で
あ
り
、
こ
こ
で
詳
細
に
立
ち
入

る
余
裕
は
な
い
が
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
外
国
に
所
在
す
る
者
に
対
す
る
徴
税
を
強
制
的
に
行
え
ば
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
そ
の
者
の
所
在

す
る
国
の
属
地
的
管
轄
権
を
侵
害
す
る
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
各
国
が
広
く
採
用
し
て
い
る
源
泉
徴
収
（w

ithholding of tax

）
と
い
う

徴
税
方
法
に
よ
れ
ば
、
こ
の
問
題
は
生
じ
な
い
。
Ａ
国
の
法
人
で
あ
る
甲
（
Ａ
国
の
居
住
者
）
の
株
式
を
Ｂ
国
の
法
人
で
あ
り
Ａ
国
に
は
事

務
所
等
の
活
動
の
拠
点
を
有
さ
な
い
乙
（
Ｂ
国
の
居
住
者
で
Ａ
国
の
非
居
住
者
）
が
保
有
し
て
い
る
と
し
よ
う
。
甲
が
乙
に
支
払
う
配
当
は

乙
の
Ａ
国
源
泉
の
所
得
で
あ
る
が
、
Ａ
国
と
し
て
Ｂ
国
内
で
乙
か
ら
配
当
所
得
に
対
す
る
税
を
強
制
的
に
徴
収
す
る
こ
と
は
問
題
を
生
ず
る
。

し
か
し
通
常
は
、
Ａ
国
の
課
税
当
局
は
、
配
当
に
対
す
る
徴
税
を
確
実
に
す
る
目
的
で
、
配
当
の
受
領
者
が
誰
で
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
配
当

の
支
払
者
で
あ
る
甲
に
対
し
て
受
領
者
の
配
当
所
得
に
つ
い
て
の
課
税
額
に
係
る
源
泉
徴
収
義
務
を
課
し
て
、
い
わ
ゆ
る
「
天
引
き
」
後
の

配
当
が
甲
か
ら
乙
に
支
払
わ
れ
る
。
源
泉
徴
収
は
、
配
当
受
領
者
が
外
国
に
所
在
す
る
場
合
の
み
に
行
わ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
結
果
的

に
は
外
国
に
所
在
す
る
者
か
ら
当
該
外
国
の
属
地
的
管
轄
権
を
侵
害
す
る
こ
と
な
く
徴
税
す
る
方
法
と
し
て
機
能
し
て
い
る（

（2
（

。

　

以
上
の
よ
う
に
広
義
の
徴
収
納
付
制
度
は
、
徴
収
に
要
す
る
費
用
や
執
行
管
轄
権
の
観
点
か
ら
望
ま
し
い
こ
と
が
あ
る
。
そ
れ
で

は
、
こ
の
制
度
を
採
用
す
る
こ
と
は
い
か
な
る
場
合
に
も
許
さ
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
を
次
に
考
え
て
み
た
い
。

Ⅳ　

広
義
の
徴
収
納
付
制
度
の
許
容
性

一　

徴
収
納
付
義
務
者
に
負
担
を
課
す
こ
と
が
許
さ
れ
る
か

　

徴
収
納
付
制
度
が
許
容
さ
れ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
に
際
し
て
、
ま
ず
、
徴
収
納
付
義
務
者
の
負
担
の
程
度
が
問
題
と
な
り
そ

う
で
あ
る
。
日
本
で
は
、
か
つ
て
、
徴
収
納
付
義
務
者
に
対
し
て
手
数
料
が
支
払
わ
れ
て
い
た
こ
と
が
あ
っ
た
が（

（2
（

、
現
在
は
そ
の
よ
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う
な
手
数
料
の
支
払
い
は
な
い
。
そ
こ
で
、
徴
収
納
付
制
度
が
憲
法
違
反
で
あ
る
と
し
て
法
廷
で
争
わ
れ
た
こ
と
が
あ
っ
た（

（2
（

。
一
九

六
二
年
二
月
、
最
高
裁
判
所
大
法
廷
は
、
二
つ
の
判
決
に
お
い
て
、
問
題
と
な
っ
た
徴
収
納
付
制
度
が
い
ず
れ
も
憲
法
に
違
反
し
な

い
と
判
断
し
た（

（2
（

。
と
り
わ
け
、
国
税
の
源
泉
徴
収
義
務
の
合
憲
性
が
争
わ
れ
た
事
案
（
最
大
判
昭
和
三
七
年
二
月
二
八
日
）
で
、
最
高

裁
は
、
源
泉
徴
収
に
関
す
る
法
律
の
規
定
と
憲
法
二
九
条
一
項
及
び
三
項
の
関
係
に
つ
い
て
明
確
に
述
べ
て
い
る（

（2
（

。

　

ま
ず
、
一
項
と
の
関
係
で
は
、「
所
得
税
法
中
源
泉
徴
収
に
関
す
る
規
定
」
の
合
憲
性
は
次
の
二
点
に
よ
っ
て
基
礎
づ
け
ら
れ
て

い
る
。
第
一
に
、
憲
法
三
〇
条
及
び
八
四
条
の
規
定
は
「
税
徴
収
の
方
法
を
も
法
律
に
よ
る
こ
と
を
要
す
る
も
の
と
し
た
趣
旨
」
で

あ
る
か
ら
、「
所
得
税
法
中
源
泉
徴
収
に
関
す
る
規
定
」
は
、
単
に
法
律
事
項
で
あ
る
と
い
う
の
に
と
ど
ま
ら
ず
、
憲
法
の
諸
条
項

に
基
礎
を
有
す
る
。
す
な
わ
ち
、「
源
泉
徴
収
義
務
者
の
徴
税
義
務
は
憲
法
の
条
項
に
由
来
」
す
る
も
の
で
あ
る
。
第
二
に
、「
源
泉

徴
収
制
度
は
、
給
与
所
得
者
に
対
す
る
所
得
税
の
徴
収
方
法
と
し
て
能
率
的
で
あ
り
、
合
理
的
で
あ
つ
て
、
公
共
の
福
祉
の
要
請
に

こ
た
え
る
も
の
」
で
あ
る
か
ら
、「
源
泉
徴
収
義
務
者
の
徴
税
義
務
」
は
「
公
共
の
福
祉
に
よ
つ
て
要
請
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
」。

　

次
に
、
三
項
と
の
関
係
で
は
、
最
高
裁
は
、
源
泉
徴
収
制
度
の
た
め
に
源
泉
徴
収
義
務
者
が
負
う
（
と
上
告
人
が
主
張
す
る
）「
負

担
は
同
条
三
項
に
い
う
公
共
の
た
め
に
私
有
財
産
を
用
い
る
場
合
に
は
該
当
せ
ず
、
同
条
項
の
補
償
を
要
す
る
も
の
で
も
な
い
」、

と
述
べ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
源
泉
徴
収
義
務
者
が
負
う
負
担
は
、
憲
法
二
九
条
三
項
と
の
関
係
で
、
そ
も
そ
も
問
題
と
な
り
得
な

い
。

　

私
は
、
国
家
が
私
人
に
対
し
て
作
為
義
務
を
課
す
こ
と
は
、
一
般
に
、
財
産
権
を
保
障
す
る
憲
法
二
九
条
の
（
一
項
及
び
三
項
の

い
ず
れ
と
の
関
係
で
も
）
問
題
に
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る（

（3
（

。
そ
れ
ゆ
え
、
本
判
決
は
、
憲
法
二
九
条
三
項
の
み
な
ら
ず
一
項
と
の

関
係
で
も
審
査
を
す
る
必
要
は
な
く
、
む
し
ろ
、
憲
法
一
三
条
と
の
関
係
で
の
審
査
が
求
め
ら
れ
て
い
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る（

（3
（

。

し
か
し
、
他
な
ら
ぬ
本
判
決
の
調
査
官
が
本
判
決
の
結
論
に
疑
義
を
呈
し
て
い
る
し（

（3
（

、
有
力
な
学
説
は
徴
収
納
付
制
度
が
憲
法
二
九

条
三
項
と
の
関
係
で
問
題
に
な
り
得
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る（

（3
（

。
徴
収
納
付
制
度
の
問
題
と
い
う
よ
り
は
、
憲
法
二
九
条
の
射
程
の
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問
題
で
は
あ
る
が
、
今
後
、
さ
ら
に
検
討
を
加
え
た
い
。

二　

徴
収
納
付
義
務
者
と
終
局
的
な
義
務
者
の
関
係
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か

　

一
般
に
、
一
定
の
者
が
別
の
者
に
対
し
て
恒
常
的
に
金
銭
を
取
り
立
て
る
関
係
に
立
つ
こ
と
は
、
と
り
わ
け
前
者
が
取
り
立
て
る

べ
き
金
銭
の
額
に
つ
い
て
の
裁
量
を
有
す
る
場
合
に
、
望
ま
し
く
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
前
者
と
後
者
の
間
に
、
支
配
従
属
関
係
が

生
じ
、
後
者
の
自
由
な
意
思
決
定
が
阻
ま
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
徴
収
納
付
制
度
を
採
用
す
る
際
に
も
、
終
局
的
な
義
務
者
で
あ
る
丙

を
乙
が
支
配
す
る
関
係
が
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

以
上
の
こ
と
は
憲
法
（
な
い
し
法
の
一
般
原
則
）
の
要
請
だ
ろ
う
し
、
世
界
各
国
で
徴
税
請
負
制
度
が
望
ま
し
く
な
い
と
さ
れ
た

理
由
も
こ
こ
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
る（

（3
（

。
日
本
で
は
「
私
人
の
公
金
取
扱
い
の
制
限
」
と
題
す
る
地
方
自
治
法
二
四
三
条
が
こ
の
点
に

関
わ
る（

（3
（

。
も
ち
ろ
ん
、
法
律
等
に
基
づ
い
て
徴
収
納
付
義
務
を
課
す
な
ら
ば
、
こ
の
規
定
に
違
反
す
る
こ
と
は
な
い
。
し
か
し
、
法

律
等
に
基
づ
い
て
徴
収
納
付
制
度
を
設
け
る
場
合
に
、
こ
の
規
定
の
趣
旨
を
勘
案
す
る
必
要
が
あ
る
と
言
え
る
か
も
し
れ
な
い
。

三　

終
局
的
な
負
担
者
に
対
す
る
手
続
保
障

　

国
家
（
甲
）
が
終
局
的
な
負
担
者
（
丙
）
に
対
し
て
乙
を
通
じ
て
義
務
を
課
す
場
合
、
こ
の
義
務
賦
課
に
つ
い
て
、
さ
し
あ
た
り

の
義
務
者
で
あ
る
乙
が
甲
と
の
関
係
で
、
争
う
こ
と
が
で
き
る
の
は
当
然
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
き
、
日
本
の
判
例
（
昭
和
四
五
年

最
判
）
は
、
源
泉
徴
収
義
務
を
履
行
し
な
か
っ
た
乙
に
対
し
て
課
税
庁
が
す
る
処
分
は
「
徴
収
処
分
」（「
税
額
の
確
定
し
た
国
税
債
権

に
つ
き
、
納
期
限
を
指
定
し
て
納
税
義
務
者
等
に
履
⾏
を
請
求
す
る
⾏
為
」）
で
あ
る
が
、
乙
は
こ
の
処
分
を
争
う
中
で
、
そ
も
そ
も

「
自
動
確
定
」
し
た
と
さ
れ
る
納
税
義
務
が
正
し
い
か
ど
う
か
を
争
う
こ
と
が
で
き
る
、
と
説
明
し
て
い
る
。

　

そ
れ
で
は
、
丙
は
、
乙
に
よ
っ
て
徴
収
納
付
さ
れ
て
し
ま
っ
た
租
税
に
つ
い
て
争
い
た
い
場
合
に
、
ど
う
す
れ
ば
良
い
の
か
。
こ
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の
点
に
つ
き
、
日
本
の
判
例
は
、
丙
が
乙
に
対
し
て
、
徴
収
納
付
義
務
が
な
か
っ
た
こ
と
、
そ
れ
ゆ
え
、
乙
が
甲
に
対
し
て
金
銭
を

納
付
す
る
必
要
は
な
か
っ
た
こ
と
を
主
張
し
て
、
不
当
利
得
返
還
請
求
を
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、

判
例
（
昭
和
四
五
年
最
判
）
は
、
上
記
の
乙
と
甲
の
間
の
争
訟
に
お
い
て
丙
を
手
続
に
参
加
さ
せ
る
余
地
が
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て

い
た
。

　

以
上
の
よ
う
に
甲
が
丙
に
帰
着
す
る
経
済
的
価
値
を
誤
っ
て
乙
か
ら
徴
収
し
て
し
ま
っ
た
場
合
、
乙
な
い
し
丙
が
こ
れ
を
争
う
こ

と
で
、
丙
は
こ
の
経
済
的
価
値
を
取
り
戻
す
こ
と
が
で
き
る
。
も
し
、
以
上
の
よ
う
な
手
続
保
障
が
存
在
し
な
か
っ
た
と
し
た
ら
、

極
め
て
問
題
で
あ
ろ
う
。

四　

国
家
管
轄
権
の
範
囲
に
収
ま
っ
て
い
る
か

　

先
に
引
用
し
た
小
松
一
郎
の
見
解
に
よ
れ
ば
、「
支
払
い
」
と
い
う
行
為
が
国
内
で
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
の
際
の
源
泉
徴
収
も
ま

た
国
内
で
行
わ
れ
て
い
る
か
ら
、
国
家
管
轄
権
の
行
使
と
し
て
問
題
な
い
。
し
か
し
、
丙
が
甲
国
内
か
ら
得
て
い
る
便
益
と
の
関
係

で
租
税
の
負
担
水
準
が
過
剰
で
な
い
、
と
い
う
こ
と
も
重
要
か
も
し
れ
な
い
。

　

な
お
、
源
泉
徴
収
義
務
と
国
家
管
轄
権
の
関
係
に
つ
い
て
参
考
に
な
り
そ
う
な
興
味
深
い
事
例
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
最
高

裁
判
所
のK

aestner T
rust

判
決
が
あ
る（

（3
（

。
こ
の
判
決
で
は
、
実
質
的
に
は
州
内
居
住
者
（
信
託
の
受
益
者
）
が
負
担
す
る
州
所
得

税
の
課
税
に
際
し
て
、
州
が
州
外
に
所
在
す
る
信
託
の
受
託
者
に
納
税
義
務
を
課
し
て
い
た
こ
と
が
、
第
一
四
修
正
の
デ
ュ
ー
・
プ

ロ
セ
ス
条
項
に
反
す
る
と
さ
れ
た
。
信
託
の
受
益
者
の
納
税
義
務
と
い
う
一
種
の
徴
収
納
付
に
つ
き
、
行
為
が
行
わ
れ
る
場
所
に
着

目
し
て
、
州
の
管
轄
権
の
及
ぶ
範
囲
を
超
え
る
も
の
で
あ
る
と
判
断
し
た
も
の
と
解
釈
で
き
る
。
こ
の
判
決
に
よ
れ
ば
、
や
は
り
金

銭
の
支
払
い
と
い
う
行
為
の
場
所
が
決
定
的
に
重
要
だ
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
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五　

想
定
さ
れ
て
い
る
終
局
的
な
負
担
者
が
実
際
に
負
担
し
て
い
る
か

　

徴
収
納
付
制
度
の
場
合
に
は
本
来
の
納
税
義
務
者
、
間
接
税
の
場
合
は
担
税
者
が
、
そ
れ
ぞ
れ
終
局
的
に
経
済
的
負
担
を
負
う
こ

と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
出
来
上
が
っ
た
制
度
の
も
と
で
、
本
当
に
こ
れ
ら
の
人
々
が
経
済
的
負
担
を
負
っ
て
い
る
の
か
、
と
い
う

こ
と
も
問
題
に
な
ろ
う
。
す
な
わ
ち
、
乙
か
ら
丙
へ
の
求
償
・
転
嫁
が
適
切
に
行
わ
れ
る
の
か
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

な
お
、
直
接
の
納
税
義
務
を
負
っ
て
い
る
者
が
租
税
を
負
担
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
の
か
、
そ
う
で
は
な
く
て
租
税
負
担

が
別
の
者
に
転
嫁
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
の
か
、
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
租
税
が
存
在
す
る
。
私
は
、
こ
の
よ
う
な
性

質
が
曖
昧
な
租
税
は
望
ま
し
く
な
い
、
と
考
え
て
い
る
が（

（3
（

、
今
後
、
さ
ら
に
検
討
し
た
い
。

Ⅴ　

む
す
び
に
代
え
て

　

本
稿
は
、
も
と
も
と
、
中
川
丈
久
教
授
を
研
究
代
表
者
と
す
る
科
研
費
基
盤
研
究
（
Ａ
）「
公
法
に
お
け
る
国
境
概
念
の
変
容
：

「
非
国
境
型
行
政
空
間
」
の
法
的
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
解
明
と
設
計
」（
課
題
番
号
：
一
九
Ｈ
〇
〇
五
七
〇
）
の
研
究
の
一
環
と
し
て
構
想

さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
草
稿
段
階
で
は
、
宮
本
十
至
子
教
授
及
び
諸
富
徹
教
授
を
中
心
と
す
る
租
税
論
研
究
会
で
の
報
告
の
機
会
を

頂
戴
し
た
（
二
〇
二
二
年
七
月
二
八
日
）。

　

そ
の
後
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
有
力
な
実
務
家
・
研
究
者
に
よ
り
、
本
稿
で
取
り
扱
っ
た
徴
収
納
付
制
度
及
び
そ
れ
と
は
区
別
さ
れ
る

諸
制
度
を
包
括
し
て
「
租
税
の
支
払
い
に
関
す
る
第
三
者
責
任
（third-party liability for the paym

ent of taxes

）」
と
と
ら
え
た

上
で
、
こ
の
よ
う
な
責
任
を
課
し
て
い
る
既
存
の
諸
制
度
の
多
く
は
、
人
々
の
基
本
権
を
侵
害
し
て
い
て
Ｅ
Ｕ
法
及
び
欧
州
人
権
条

約
（
Ｅ
Ｃ
Ｈ
Ｒ
）
と
の
関
係
で
違
法
で
あ
る
と
主
張
す
る
論
文
が
登
場
し
て
い
る（

（3
（

。
私
は
、
こ
の
論
文
の
主
張
自
体
、
ま
た
、
こ
の

論
文
の
主
張
の
背
後
に
あ
る
欧
州
人
権
条
約
第
一
議
定
書
一
条
の
理
解
に
は
様
々
な
難
点
が
あ
る
と
考
え
て
い
る（

（3
（

。
し
か
し
、
本
稿
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で
は
問
題
点
の
指
摘
に
と
ど
め
、
本
格
的
な
検
討
は
他
日
を
期
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
1
）　

徴
収
納
付
制
度
に
つ
い
て
は
、
経
済
学
及
び
法
学
に
お
い
て
そ
れ
な
り
の
議
論
の
蓄
積
が
あ
る
。
法
学
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
く
日

本
語
で
書
か
れ
た
研
究
と
し
て
は
、
税
研
一
五
三
号
（
二
〇
一
〇
年
）
及
び
税
研
二
〇
九
号
（
二
〇
二
〇
年
）
の
源
泉
徴
収
制
度
特
集
の

他
、
片
山
直
子
「
源
泉
徴
収
義
務
を
め
ぐ
る
近
時
の
法
的
諸
問
題
」
税
法
学
五
八
一
号
（
二
〇
一
九
年
）
二
二
九
頁
及
び
そ
こ
で
引
用
さ

れ
て
い
る
文
献
を
参
照
。
ま
た
、
筆
者
が
参
照
す
る
こ
と
の
で
き
た
、
ア
メ
リ
カ
法
の
（
ご
く
限
ら
れ
た
）
文
献
と
し
て
以
下
の
よ
う
な

も
の
が
あ
る
。
ま
ず
、
経
済
学
者
の
ス
レ
ム
ロ
ッ
ド
は
税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
と
執
行
に
つ
い
て
の
サ
ー
ヴ
ェ
イ
論
文
を
著
し
て
お
り
、

そ
の
中
で
、
徴
収
納
付
制
度
（the rem

ittance system

）
に
も
言
及
し
て
い
る
。Joel Slem

rod, T
ax Com

pliance and 
Enforcem

ent, 5（‌ J. Econ. Lit. 904 （2019

）, 930-32.

こ
の
部
分
に
お
い
て
考
察
の
出
発
点
と
さ
れ
て
い
る
の
が
、
ス
レ
ム
ロ
ッ
ド
が

法
学
者
の
ロ
ー
グ
と
の
共
著
で
著
し
た
二
〇
一
〇
年
の
論
文
で
示
し
た
最
安
価
徴
収
納
付
義
務
者
（least-cost rem

itter or cheapest-
cost  rem

itter

）
と
い
う
ア
イ
デ
ア
で
あ
る
。K

yle D
. Logue &

 Joel Slem
rod, O

f Coase, Calabresi, and O
ptim

al T
ax 

Liability, 63‌ T
ax L. Rev. （9（ 

（2010
）.
法
学
の
研
究
論
文
と
し
て
は
、
ド
ー
ン
バ
ー
グ
が
一
九
八
〇
年
代
初
頭
に
公
表
し
た
論
文
で

源
泉
徴
収
制
度
に
対
し
て
否
定
的
な
見
解
を
示
し
て
い
た
。Richard L. D

oernberg, T
he Case A

gainst W
ithholding, 61‌ T

ex. 
L. Rev. 595 

（1982

）.

し
か
し
、
近
年
、
ト
ー
マ
ス
が
源
泉
徴
収
制
度
及
び
そ
れ
に
類
す
る
仕
組
み
の
利
用
拡
大
を
説
い
て
い
る
。

K
athleen D

eLaney T
hom

as, T
he M

odern Case for W
ithholding, 53‌ U

.C. D
avis L. Rev. 81‌ 

（2019

）.

徴
収
納
付
制
度
の
う

ち
、
源
泉
徴
収
制
度
の
起
源
は
古
い
。
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
で
は
16
世
紀
初
頭
に
始
ま
っ
た
と
の
見
解
が
あ
る
。Piroska E. Soos, T

he 
O

rigins of T
axation at Source in England （199（

）.

（
2
）　

興
津
征
雄
『
行
政
法
Ⅰ
行
政
法
総
論
』（
新
世
社
、
二
〇
二
三
年
）
八
一
―
八
二
頁
（
行
政
処
分
の
例
と
し
て
の
「
懲
戒
処
分
と
し

て
の
免
職
処
分
」）。

（
3
）　

金
子
宏
『
租
税
法
〔
第
二
四
版
〕』（
弘
文
堂
、
二
〇
二
一
年
）
一
五
六
―
一
五
七
頁
。
ま
た
、
同
書
一
〇
一
六
―
一
〇
一
七
頁
は
次

の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
（
括
弧
書
き
及
び
注
を
省
略
し
た
）。「
租
税
の
徴
収
方
法
の
う
ち
、
納
税
義
務
者
以
外
の
第
三
者
に
租
税
を
徴
収
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さ
せ
、
こ
れ
を
国
ま
た
は
地
方
団
体
に
納
付
さ
せ
る
方
法
を
、
徴
収
納
付
と
い
う
。
徴
収
納
付
は
、
納
税
義
務
者
か
ら
直
接
に
租
税
を
徴

収
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
か
、
能
率
的
か
つ
確
実
に
租
税
を
徴
収
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
等
に
、
租
税
の
徴
収
の
確
保
の
た
め
に
採

用
さ
れ
て
い
る
方
法
で
あ
る
。
所
得
税
の
源
泉
徴
収
、
国
際
観
光
旅
客
税
の
特
別
徴
収
、
住
民
税
そ
の
他
の
地
方
税
の
特
別
徴
収
は
、
い

ず
れ
も
徴
収
納
付
の
例
で
あ
る
」。

（
4
）　

例
え
ば
、
所
得
税
法
一
八
二
条
は
、
利
子
等
及
び
配
当
等
の
源
泉
徴
収
税
額
を
そ
れ
ぞ
れ
支
払
わ
れ
る
金
額
の
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
及

び
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
と
規
定
し
て
い
る
。

（
5
）　

最
一
小
判
昭
和
四
五
年
一
二
月
二
四
日
民
集
二
四
巻
一
三
号
二
二
四
三
頁
、
及
び
、
最
三
小
判
平
成
四
年
二
月
一
八
日
民
集
四
六
巻

二
号
七
七
頁
参
照
。
た
だ
し
、
最
三
小
判
平
成
二
二
年
七
月
六
日
民
集
六
四
巻
五
号
一
二
七
七
頁
（
本
来
の
納
税
義
務
者
の
納
税
義
務
と

源
泉
徴
収
義
務
者
の
源
泉
徴
収
義
務
の
範
囲
が
ず
れ
る
こ
と
を
容
認
す
る
）。
上
記
の
三
つ
の
最
高
裁
判
決
の
意
義
に
つ
い
て
、
吉
村
典

久
・
租
税
判
例
百
選
〔
第
七
版
〕（
二
〇
二
一
年
）
二
二
二
頁
参
照
。

（
6
）　

国
際
観
光
旅
客
税
は
、
平
成
三
〇
年
度
税
制
改
正
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
（
平
成
三
〇
年
法
律
第
一
六
号
）。
立
案
担
当
者
に
よ
る

解
説
と
し
て
、
宮
地
孝
一
・
伊
藤
孝
一
「
国
際
観
光
旅
客
税
の
創
設
」『
平
成
三
〇
年
度
税
制
改
正
の
解
説
』
一
〇
〇
三
頁
が
あ
る
。

（
（
）　

利
子
割
（
地
方
税
法
七
一
条
の
九
）、
配
当
割
（
同
法
七
一
条
の
三
〇
）、
株
式
等
譲
渡
所
得
割
（
同
法
七
一
条
の
五
〇
）、
給
与
所

得
に
係
る
住
民
税
に
つ
い
て
選
択
的
に
認
め
ら
れ
て
い
る
特
別
徴
収
（
同
法
三
二
一
条
の
三
第
一
項
）
等
。

（
8
）　

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
（
地
方
税
法
八
二
条
）、
入
湯
税
（
同
法
七
〇
一
条
）
等
。

（
9
）　

二
〇
〇
八
年
に
平
成
二
〇
年
法
律
第
七
五
号
に
よ
る
全
部
改
正
に
際
し
て
導
入
さ
れ
た
制
度
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
で
は
、
一

九
九
一
年
にPassenger Facility Charges

と
い
う
同
種
の
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
た
。

（
10
）　

一
般
に
私
的
複
製
へ
の
賦
課
金
（private copying levies
）
な
ど
と
呼
ば
れ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
を
中
心
に
採
用
さ

れ
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
仕
組
み
の
簡
単
な
紹
介
及
び
分
析
と
し
て
、
例
え
ば
、
以
下
の
文
献
を
参
照
。Bernt H

ugenholtz, et al., 
T

he Future of Levies in a D
igital Environm

ent （Institute for Inform
ation Law

, 2003

） 10-13; Joost Poort, Copyright 
Levies, in H

andbook of the D
igital Creative Econom

y 235 

（Ruth T
ow

se &
 Christian H

andke eds., 2013

）.

日
本
で
は
、

一
九
九
二
年
の
著
作
権
法
改
正
（
平
成
四
年
法
律
第
一
〇
六
号
）
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
。
な
お
、
同
様
の
制
度
の
導
入
を
め
ぐ
る
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
の
最
高
裁
判
決
の
分
析
と
し
て
、
渕
圭
吾
「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
憲
法
に
お
け
る
『
租
税
』
及
び
財
産
権
保
障
の
対
象
と
な
る
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『
財
産
権
』
の
意
義
：A

ustralian T
ape M

anufacturers A
ssociation v Com

m
onw

ealth

を
素
材
と
し
て
」
ト
ラ
ス
ト
未
来
フ
ォ

ー
ラ
ム
研
究
叢
書
『
金
融
取
引
と
課
税
（
6
）』（
二
〇
二
四
年
）
九
五
頁
参
照
。

（
11
）　

た
だ
し
、
東
京
地
判
平
成
二
二
年
一
二
月
二
七
日
判
タ
一
三
九
九
号
二
八
六
頁
及
び
そ
の
控
訴
審
判
決
で
あ
る
知
財
高
判
平
成
二
三

年
一
二
月
二
二
日
判
タ
一
三
九
九
号
二
六
五
頁
は
、
私
的
録
画
補
償
金
に
つ
き
、
製
造
業
者
等
に
は
購
入
者
か
ら
金
銭
を
徴
収
し
て
こ
れ

を
指
定
管
理
団
体
に
支
払
う
義
務
が
な
い
と
判
断
し
た
。

（
12
）　

図
書
館
等
公
衆
送
信
補
償
金
制
度
は
二
〇
二
一
年
の
著
作
権
法
改
正
（
令
和
三
年
法
律
第
五
二
号
）
に
よ
っ
て
設
け
ら
れ
た
。
授
業

目
的
公
衆
送
信
補
償
金
制
度
は
こ
れ
に
先
立
つ
二
〇
一
八
年
の
著
作
権
法
改
正
（
平
成
三
〇
年
法
律
第
三
〇
号
）
に
よ
り
設
け
ら
れ
て
い

た
。

（
13
）　

金
子
・
前
掲
注（
3
）一
三
頁
で
は
、
直
接
税
と
間
接
税
の
区
別
に
つ
き
、「
転
嫁
の
有
無
を
基
準
と
す
る
区
別
で
、
一
般
に
は
、
法

律
上
の
納
税
義
務
者
と
担
税
者
（
租
税
を
実
際
に
負
担
す
る
者
）
と
が
一
致
す
る
こ
と
を
立
法
者
が
予
定
し
て
い
る
租
税
を
直
接
税
と
呼

び
、
税
負
担
の
転
嫁
が
行
わ
れ
両
者
が
一
致
し
な
い
こ
と
を
立
法
者
が
予
定
し
て
い
る
租
税
を
間
接
税
と
呼
ん
で
い
る
」、
と
説
明
さ
れ

て
い
る
（
括
弧
書
き
の
一
部
を
省
略
し
た
）。
た
だ
し
、
同
書
一
四
頁
で
は
、「
最
近
で
は
、
む
し
ろ
、
所
得
や
財
産
な
ど
担
税
力
（
租
税

を
負
担
す
る
能
力
の
こ
と
）
の
直
接
の
標
識
と
考
え
ら
れ
る
も
の
を
対
象
と
し
て
課
さ
れ
る
租
税
を
直
接
税
と
呼
び
、
消
費
や
取
引
な
ど

担
税
力
を
間
接
的
に
推
定
さ
せ
る
事
実
を
対
象
と
し
て
課
さ
れ
る
租
税
を
間
接
税
と
呼
ぶ
こ
と
が
多
い
」、
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
本
稿

は
、
前
者
の
一
般
的
な
（
伝
統
的
な
）
区
別
の
方
に
従
っ
て
い
る
。

（
14
）　

金
子
・
前
掲
注（
3
）一
三
―
一
四
頁
は
、「
転
嫁
の
有
無
は
、
必
ず
し
も
租
税
の
種
類
に
よ
っ
て
一
様
で
は
な
く
、
そ
の
と
き
の
経

済
的
諸
条
件
に
よ
っ
て
左
右
さ
れ
る
か
ら
、
転
嫁
の
有
無
を
区
別
の
基
準
と
す
る
の
は
正
確
で
あ
る
と
は
い
い
が
た
い
」、
と
指
摘
し
て

い
る
（
括
弧
書
き
を
省
略
し
た
）。
ま
た
、
例
え
ば
、
以
下
の
文
献
を
参
照
。D

ora Benedek, Ruud A
. de M

ooij, M
ichael K

een 
and Philippe W

ingender, Estim
ating V

A
T

 Pass T
hrough, IM

F W
orking Paper W

P/15/214 （2015

）.

（
15
）　

渕
圭
吾
「
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
課
税
制
度
の
創
設
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
六
〇
三
号
（
二
〇
二
四
年
）
一
四
頁
。See also K

eigo 
Fuchi, D

igital Platform
s and T

heir Role in Collection of V
A

T
/GST

 and RST
, 64‌ Japanese Y

.B. Int’l L. 1（3 （2021

）.

（
16
）　

ス
ー
ス
の
一
九
九
〇
年
の
論
文
は
、
天
引
き
型
を
源
泉
徴
収
（w

ithholding

）
と
呼
び
、
上
乗
せ
型
を
「
逆
源
泉
徴
収
（reverse 
w

ithholding

）」
と
名
付
け
て
い
る
。Piroska Soos, Self-Em

ployed Evasion and T
ax W

ithholding: A
 Com

parative Study 
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and A
nalysis of the Issues, 24‌ U

.C. D
avis L. Rev. 10（ （1990

）, 144.
（
1（
）　

例
え
ば
、
酒
井
正
「
事
業
主
負
担
と
被
保
険
者
負
担
」
日
本
労
働
研
究
雑
誌
六
五
七
号
（
二
〇
一
五
年
）
七
六
頁
参
照
。

（
18
）　M

artin H
usovec, Injunctions A

gainst Interm
ediaries in the European U

nion: A
ccountable But N

ot Liable? 
（201（
）.

（
19
）　

例
え
ば
、
あ
る
事
業
者
が
自
ら
と
は
独
立
の
関
係
に
あ
る
デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
通
じ
て
販
売
し
た
製
品
が
不
良
品
で
あ

っ
て
そ
れ
を
購
入
し
た
消
費
者
が
被
害
を
受
け
た
場
合
に
、
こ
の
事
業
者
が
消
費
者
に
対
し
て
負
う
契
約
責
任
と
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

事
業
者
が
消
費
者
に
対
し
て
負
う
（
か
も
し
れ
な
い
）
責
任
と
の
関
係
が
問
題
と
な
る
。
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
が
責
任
を
負
う
と

し
て
、
一
種
の
保
証
人
の
よ
う
な
立
場
で
責
任
を
負
う
と
考
え
る
こ
と
が
通
例
で
あ
ろ
う
が
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
い
う
場
を
提
供
し

て
い
る
こ
と
に
伴
う
別
個
独
立
の
責
任
を
負
う
と
考
え
る
こ
と
も
不
可
能
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
日
本
の
判
例
で
は
、
他
の
事
業
者

に
場
所
を
提
供
し
た
事
業
者
に
名
板
貸
責
任
（
連
帯
責
任
）
の
類
推
適
用
に
基
づ
い
て
責
任
を
認
め
た
例
が
あ
る
。
最
判
平
成
七
年
一
一

月
三
〇
日
民
集
四
九
巻
九
号
二
九
七
二
頁
（
批
判
的
検
討
を
行
う
評
釈
と
し
て
、
小
塚
荘
一
郎
・
法
学
協
会
雑
誌
一
一
四
巻
一
〇
号
（
一

九
九
七
年
）
一
二
四
七
頁
等
が
あ
る
）、
及
び
、
大
阪
高
判
平
成
二
八
年
一
〇
月
一
三
日
金
商
一
五
一
二
号
八
頁
参
照
。

（
20
）　

租
税
の
徴
収
全
般
に
関
す
る
理
論
的
分
析
と
し
て
、
藤
岡
祐
治
「
徴
収
の
制
度
設
計
に
つ
い
て
の
理
論
的
検
討
」
租
税
法
研
究
五
三

号
（
二
〇
二
五
年
）（
掲
載
予
定
）
参
照
。

（
21
）　

自
動
確
定
の
国
税
に
つ
い
て
は
、
国
税
通
則
法
一
五
条
一
項
及
び
三
項
参
照
。
金
子
・
前
掲
注（
3
）九
四
〇
頁
で
は
、「
こ
れ
ら
の

租
税
は
、
そ
の
性
質
上
、
課
税
標
準
の
金
額
ま
た
は
数
量
が
明
ら
か
で
あ
り
、
税
額
の
算
定
も
き
わ
め
て
容
易
で
あ
る
た
め
、
特
別
の
手

続
が
必
要
と
さ
れ
な
い
の
で
あ
る
」、
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。

（
22
）　Frank S. A

lexander, T
ax Liens, T

ax Sales, and D
ue Process, （5‌ Ind. L. J. （4（ （2000

）, （58-（62.

（
23
）　

ロ
ー
グ
と
ス
レ
ム
ロ
ッ
ド
が
こ
の
よ
う
に
主
張
し
て
い
た
。See Logue &

 Slem
rod, supra note 1.

（
24
）　

ト
ー
マ
ス
は
近
年
の
デ
ジ
タ
ル
化
と
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
普
及
に
よ
り
こ
の
点
に
関
す
る
事
業
者
の
追
加
的
費
用
は
減
少
し
て
お
り
、

業
務
に
従
事
す
る
者
と
の
関
係
が
雇
用
契
約
か
業
務
委
託
契
約
か
を
問
わ
ず
一
定
規
模
以
上
の
事
業
者
に
源
泉
徴
収
義
務
を
課
す
こ
と
が

合
理
的
で
あ
る
と
論
じ
て
い
る
。See T

hom
as, supra note 1.

（
25
）　

小
松
一
郎
『
実
践
国
際
法
〔
第
三
版
〕』（
信
山
社
、
二
〇
二
二
年
）
三
〇
―
三
一
頁
。
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（
26
）　

最
大
判
昭
和
三
七
年
二
月
二
八
日
刑
集
一
六
巻
二
号
二
一
二
頁
（
所
得
税
の
源
泉
徴
収
制
度
）
の
上
告
趣
意
書
参
照
。

（
2（
）　

徴
収
納
付
制
度
の
合
憲
性
に
関
す
る
判
例
・
文
献
と
し
て
、
前
注
に
挙
げ
た
も
の
の
他
、
以
下
の
も
の
が
あ
る
。
最
大
判
昭
和
三
七

年
二
月
二
一
日
刑
集
一
六
巻
二
号
一
〇
七
頁
（
遊
興
飲
食
税
の
特
別
徴
収
制
度
）、
津
田
実
「
料
理
屋
さ
ん
は
税
が
お
嫌
い
：
遊
興
飲
食

税
に
関
す
る
特
別
徴
収
義
務
抛
棄
運
動
に
つ
い
て
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
四
号
三
二
頁
（
一
九
五
二
年
）、
吉
川
由
己
夫
「
遊
興
飲
食
税
の
特

別
徴
収
制
度
は
憲
法
に
違
反
す
る
か
：
地
方
税
法
違
反
事
件
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
二
四
七
号
三
六
頁
（
一
九
六
二
年
）、
三
井
明
「
所
得
税
の

源
泉
徴
収
は
違
憲
か
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
二
四
八
号
二
八
頁
（
一
九
六
二
年
）、
碓
井
光
明
「
地
方
税
の
特
別
徴
収
に
つ
い
て
（
上
・
下
）」
自

治
研
究
五
七
巻
（
一
九
八
一
年
）
八
号
四
二
頁
、
九
号
七
一
頁
、
最
判
平
成
一
八
年
三
月
二
八
日
判
時
一
九
三
〇
号
八
〇
頁
（
介
護
保
険

法
一
三
五
条
の
規
定
に
よ
る
特
別
徴
収
制
度
。
た
だ
し
、
上
告
人
に
よ
る
憲
法
一
四
条
及
び
二
五
条
違
反
の
主
張
を
退
け
る
論
拠
と
し
て
、

一
九
六
二
年
二
月
の
二
件
の
最
高
裁
大
法
廷
判
決
の
趣
旨
が
参
照
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
）。

（
28
）　

吉
川
由
己
夫
・
最
判
解
刑
事
篇
昭
和
三
七
年
度
四
八
頁
、
五
四
―
五
五
頁
で
は
、
遊
興
飲
食
税
に
つ
き
特
別
徴
収
制
度
を
採
用
す
る

こ
と
の
合
理
性
が
詳
細
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

（
29
）　

な
お
、
こ
の
判
決
は
、
憲
法
一
四
条
違
反
の
主
張
に
対
し
て
、「［
合
理
的
理
由
］
に
基
い
て
担
税
者
と
特
別
な
関
係
を
有
す
る
徴
税

義
務
者
に
一
般
国
民
と
異
る
特
別
の
義
務
を
負
担
さ
せ
た
か
ら
と
て
、
こ
れ
を
も
つ
て
憲
法
一
四
条
に
違
反
す
る
も
の
と
い
う
こ
と
は
で

き
な
い
」、
と
述
べ
て
い
る
。
憲
法
一
四
条
と
租
税
法
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
吉
村
典
久
「
租
税
平
等
主
義
（
憲
法
一
四
条
）」
日
税
研
論

集
七
七
号
（
二
〇
二
〇
年
）
一
頁
参
照
。

（
30
）　

さ
し
あ
た
り
、
渕
圭
吾
「
法
律
に
基
づ
い
て
人
が
負
う
金
銭
債
務
と
憲
法
上
の
権
利
」
税
務
弘
報
七
二
巻
一
〇
号
（
二
〇
二
四
年
）

二
頁
。
詳
細
は
、
同
「
日
本
に
お
け
る
財
産
権
保
障
に
関
す
る
通
説
の
起
源
と
そ
の
問
題
点
―
―
田
中
二
郎
の
「
公
法
上
の
損
失
補
償
」

と
い
う
構
想
は
何
を
意
味
し
て
い
た
の
か
」
神
戸
法
学
雑
誌
七
四
巻
三
号
（
二
〇
二
四
年
）
七
一
頁
に
お
け
る
分
析
（
特
に
、
今
村
成
和

『
国
家
補
償
法
』
の
「
人
的
収
用
」
に
対
す
る
憲
法
二
九
条
三
項
の
適
用
、
類
推
適
用
な
い
し
準
用
に
関
す
る
議
論
の
紹
介
）
を
参
照
。

（
31
）　

例
え
ば
、
町
内
会
長
に
町
内
会
に
属
す
る
人
々
の
所
得
税
の
徴
収
納
付
義
務
を
負
わ
せ
る
、
と
い
っ
た
不
合
理
な
制
度
は
、
憲
法
一

三
条
に
違
反
す
る
こ
と
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
と
考
え
る
。

（
32
）　

三
井
明
・
最
判
解
刑
事
篇
昭
和
三
七
年
度
三
五
頁
、
三
八
頁
は
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。「
一
般
国
民
に
対
し
、
他
人
の
税
金

を
徴
収
し
て
納
付
す
る
義
務
を
負
わ
せ
、
こ
れ
に
対
し
て
何
ら
の
補
償
を
与
え
ず
、
し
か
も
罰
金
に
止
ま
ら
ず
、
三
年
以
下
の
懲
役
と
い
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終局的な義務者でない者による義務履行に関する一考察

う
よ
う
な
刑
罰
の
威
嚇
を
も
っ
て
、
そ
の
義
務
の
履
行
を
強
制
す
る
と
い
う
こ
と
が
、
憲
法
の
許
容
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
か
ど
う
か
は
、

源
泉
徴
収
制
度
の
も
つ
最
も
大
き
な
問
題
で
あ
ろ
う
。
本
判
決
の
一
週
間
前
に
、
源
泉
徴
収
義
務
者
に
似
た
義
務
を
負
わ
さ
れ
て
い
る
、

遊
興
飲
食
税
の
特
別
徴
収
義
務
者
の
地
方
税
法
違
反
被
告
事
件
に
つ
い
て
な
さ
れ
た
大
法
廷
判
決
に
は
、
河
村
大
助
裁
判
官
の
少
数
意
見

と
し
て
、
特
別
徴
収
義
務
者
が
単
に
税
の
徴
収
を
怠
っ
て
納
入
し
な
い
場
合
に
、
そ
の
不
納
入
を
罰
す
る
限
り
に
お
い
て
、
そ
の
罰
則
は

憲
法
三
一
条
に
違
反
し
無
効
で
あ
る
と
い
う
趣
旨
の
見
解
が
表
明
さ
れ
て
い
る
。」

（
33
）　

金
子
・
前
掲
注（
3
）一
〇
一
八
頁
。

（
34
）　Cf. M

ichael A
bram

ow
icz &

 A
ndrew

 Blair-Stanek, Contractual T
ax Reform

, 61‌ W
m

. &
 M

ary L. Rev. 153（ 

（2020

）, 1595-1601.

（
35
）　

一
九
四
七
年
一
二
月
の
地
方
自
治
法
第
一
次
改
正
（
昭
和
二
二
年
法
律
第
一
六
九
号
）
に
よ
っ
て
、
地
方
自
治
法
二
四
三
条
二
項
以

下
に
、
次
の
よ
う
な
規
定
が
挿
入
さ
れ
た
。「
普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
公
金
の
徴
収
若
し
く
は
支
出
の
権
限
を
私
の
団
体
若
し
く
は
個

人
に
委
任
し
、
若
し
く
は
そ
の
権
限
を
こ
れ
ら
の
者
を
し
て
行
わ
せ
、
又
は
こ
れ
ら
の
者
を
し
て
営
業
の
免
許
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
処

分
及
び
こ
れ
ら
の
処
分
に
関
係
の
あ
る
公
金
の
徴
収
に
関
与
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。
但
し
、
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
源
泉
に
お
い

て
徴
収
す
る
税
金
又
は
消
費
者
若
し
く
は
行
為
者
が
消
費
若
し
く
は
行
為
の
際
支
払
う
べ
き
税
金
を
徴
収
さ
せ
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

　

前
項
但
書
の
規
定
に
よ
り
普
通
地
方
公
共
団
体
の
徴
収
す
べ
き
税
金
を
徴
収
す
る
私
の
団
体
の
代
表
者
（
代
表
者
が
な
い
と
き
は
こ
れ

に
準
ず
る
者
）
又
は
個
人
は
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
を
し
、
計
算
書
並
び
に
そ
の
証
拠
と
な

る
べ
き
帳
簿
及
び
書
類
を
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
出
納
長
又
は
収
入
役
に
提
出
し
、
そ
の
検
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
計
算

書
並
び
に
そ
の
証
拠
と
な
る
べ
き
帳
簿
及
び
書
類
に
は
、
当
該
団
体
の
税
金
徴
収
の
責
任
者
又
は
当
該
個
人
が
そ
の
真
正
で
あ
る
こ
と
を

保
証
す
る
旨
を
記
載
し
、
且
つ
、
こ
れ
に
署
名
し
、
印
を
お
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

前
項
の
検
査
に
よ
り
公
金
の
取
扱
に
つ
い
て
不
正
の
廉
が
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
と
き
は
、
出
納
長
又
は
収
入
役
は
、
検
察
官
に
直
ち

に
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」

　

そ
の
後
、
地
方
自
治
法
第
一
七
次
改
正
（
昭
和
三
八
年
法
律
第
九
九
号
）
に
お
い
て
、
次
の
よ
う
な
規
定
に
な
っ
た
。

　
「
普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
政
令
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
公
金
の
徴
収
若
し
く
は
収
納

又
は
支
出
の
権
限
を
私
人
に
委
任
し
、
又
は
私
人
を
し
て
行
な
わ
せ
て
は
な
ら
な
い
。」
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さ
ら
に
、
地
方
自
治
法
第
三
八
次
改
正
（
令
和
五
年
法
律
第
一
九
号
）
に
よ
り
、
同
条
は
次
の
よ
う
に
改
め
ら
れ
、
同
法
二
四
三
条
の

二
以
下
に
指
定
公
金
事
務
取
扱
者
制
度
が
創
設
さ
れ
た
。

　
「
普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
法
律
若
し
く
は
こ
れ
に
基
づ
く
政
令
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
又
は
次
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
委
託

す
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
公
金
の
徴
収
若
し
く
は
収
納
又
は
支
出
の
権
限
を
私
人
に
委
任
し
、
又
は
私
人
を
し
て
行
わ
せ
て
は
な
ら
な

い
。」

　
「
私
人
の
公
金
取
扱
い
の
制
限
」
の
趣
旨
及
び
沿
革
に
つ
い
て
は
、
二
〇
二
一
年
四
月
か
ら
総
務
省
自
治
行
政
局
行
政
課
を
事
務
局
と

し
て
開
催
さ
れ
て
い
た
「
新
た
な
社
会
経
済
情
勢
に
即
応
す
る
た
め
の
地
方
財
務
会
計
制
度
に
関
す
る
研
究
会
」
に
提
出
さ
れ
て
い
た

様
々
な
資
料
が
興
味
深
い
。
そ
れ
ら
に
よ
れ
ば
、
一
九
四
七
年
一
二
月
の
地
方
自
治
法
第
一
次
改
正
に
よ
る
前
記
諸
規
定
の
追
加
に
は
、

Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
意
向
が
働
い
て
い
た
よ
う
で
あ
る
。

（
36
）　

渕
圭
吾
「N

orth Carolina D
epartm

ent of Revenue v. K
im

berley Rice K
aestner 1992 Fam

ily T
rust, 139 S.Ct. 

2213, 588 U
.S. 

（2019

）：
州
内
居
住
者
を
受
益
者
と
す
る
州
外
所
在
信
託
の
収
益
に
対
す
る
州
所
得
税
の
課
税
が
第
一
四
修
正
の
デ
ュ

ー
・
プ
ロ
セ
ス
条
項
に
反
す
る
と
さ
れ
た
事
例
」
ア
メ
リ
カ
法
［
二
〇
二
〇
―
1
］（
二
〇
二
〇
年
）
一
二
九
頁
。

（
3（
）　

渕
圭
吾
「
核
燃
料
税
に
関
す
る
若
干
の
考
察
」
地
方
税
六
九
巻
二
号
（
二
〇
一
八
年
）
二
頁
、
同
「
デ
ジ
タ
ル
・
サ
ー
ビ
ス
税

（D
igital Services T

ax

）
を
め
ぐ
る
動
向
」
民
商
法
雑
誌
一
五
七
巻
六
号
（
二
〇
二
二
年
）
一
頁
参
照
。

（
38
）　Philip Baker, Pasquale Pistone, &

 K
aterina Perrou, T

hird-Party Liability for the Paym
ent of T

axes and T
heir 

Fundam
ental Rights, 15‌ W

orld T
ax J. 85‌ （2023

）.

（
39
）　

欧
州
人
権
条
約
第
一
議
定
書
一
条
の
財
産
権
保
障
の
規
定
は
人
々
の
「
資
産
」
を
保
護
す
る
も
の
で
は
な
く
、
ま
た
、
人
々
を
様
々

な
行
為
義
務
か
ら
保
護
す
る
も
の
で
も
な
い
、
と
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。


